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１．はじめに 

 

日系製造業の海外依存度は年々高まり、事

業の主軸が新興国へ移行してきている。新興

国市場に取り組み始めて一定の年数が経過し

ているにもかかわらず、依然として多くの企

業が低い収益性に苦しんでいる。市場ニーズ

の違いや現地企業との厳しい競争環境など、

さまざまな背景要因が存在する中で、サプラ

イチェーンマネジメント（SCM）*１の難しさ

も大きな要因の一つである。本稿では、昨今、

日系企業が直面する SCM の課題と改革の方

向性について論じる。  

 

 

２．「人依存」ではない、「仕組み」によるア

プローチの重要性 

 

１）不確実性、多様性、サプライチェーンの

複雑化で難化する SCM 

日系企業は、新興国事業が拡大するほど

SCM の問題が深刻化し、効率性が悪化すると

いうジレンマに陥っている。日本国内や先進

国の市場に軸足があった時代（本稿では「先

進国時代」という）と比べた、新興国に事業

の軸足が移る時代（同「新興国グローバル時

代」という）のサプライチェーンを取り巻く

主な環境変化として、以下の 3 つが挙げられ

る。 

 

①市場の不確実性 

事業展開する国や顧客・製品セグメント

の拡大に伴って、市場や競合企業の動向だ

けでなく、為替の変動や景気、規制、災害

など、事業に大きな影響を与える要因が増

えている。特に新興国ではこれらの変化が

大きい。そのため、販売計画や生産計画を

立てにくい、リソースの稼働率を高く維持

しにくい、といった状況が発生する。  

 

②顧客ニーズの多様性 

新興国市場は千差万別である。国・地域

の間では、文化や所得水準、規制などの違

いを背景に、顧客ニーズが異なる。中国や

インドといった大国では、国内でも地域ご

とに違いがある。多様なニーズに対応する

には、少量多品種の製品提供が求められる

ため、SCM を難しくしている。 

 

③サプライチェーン構造の複雑性 

先進国時代では、生産体制は比較的に垂

直統合型であり、サプライヤーも長期的取

引関係を前提とした日系サプライヤーが多

かった。しかし、新興国グローバル時代で

は、次のような要因により、サプライチェ

ーン構造の複雑性が格段に高まっている。  

・M&A による事業構造の組み換えや機

能・業務統合 

・自社内の異なる事業間や提携先との間  

  

 

グローバルＳＣＭを成功させるための計画連携の重要性 

 

          株式会社 野村総合研究所  グローバルインフラコンサルティング部  

                       主任コンサルタント  門林 渉 

NRI Public Management Review  

*1 SCM（Supply Chain Management）とは、調達・生産から最終消費までの供給の連鎖（サプライチェ

ーン）を統合的・効率的にマネジメントし、全体最適化を図る管理手法をいう。「必要なものを、必要な

場所に、必要な時に、必要な量だけ」供給することを目指す。  
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でのクロスセリング*２の推進 

・設計・生産委託先の積極的活用  

・系列サプライヤーから現地 /グローバル

サプライヤーへの調達先の切り替え  

・複数の設計・調達・製造・物流拠点間

における分業 

 

２）「人依存」から「仕組み」によるアプロー

チへ 

企業は、新興国グローバル時代における不

確実性、多様性、サプライチェーンの複雑性

に対応しながら、売り上げ拡大と収益性の維

持・向上の両立を図ることが求められる。し

かし、多くの日系企業で実現できていない背

景には、「人依存」によるアプローチや売り上

げ拡大最重視の姿勢があるのではないか（図

表１）。 

 
図表１ 日系企業と欧米グローバル企業の SCM に対する取り組み方法の違い 

 

 

日系企業の場合、経営・グローバル戦略、

特に新興国戦略では SCM が重要な位置づけ

になく、あくまで日々のオペレーションの一

環と捉えているケースがある。また、縦割り

組織のため連携が不十分で、責任・権限の所

在も不明確である。組織間で業務や IT が統

一されていないため、連携したり、ベストプ

ラクティスを横展開したりすることが難しく、

各国現地拠点との調整は駐在員任せになって

いることが多い。人材面でも SCM 専門の人

材育成が十分でなく、改革の推進役となる広

い視野を持つ人材も不足しがちである。この

ように「仕組み」ではなく、属人的な日々の

調整に大きく依存したマネジメント、言うな

れば「人依存」によるアプローチで、辛うじ

てオペレーションを回しながら、効率性の向

上よりも売り上げ拡大を図ってきたケースが

多いのではないだろか。  

一方、欧米グローバル企業の中には、SCM

を経営戦略・グローバル戦略・新興国戦略の

要と位置づけ、さまざまな「仕組み」を整備

することで、売り上げ拡大と収益性の維持向

上の両立を図る企業が存在する。例えば、欧

州大手電機メーカーの A 社は、過去 10 年以

• 経営・グローバル事業戦略で、
ＳＣＭが重要な位置付けでない

• 経営・グローバル事業戦略で、
ＳＣＭは重要な位置付け

• 縦割り、機能連携は現場任せ
• 責任・権限、KPIが不明瞭

• ＳＣＭ強化の専門部署
• 責任・権限、KPIが明確

• “カイゼン”、業務・ＩＴバラバラ
• 調整は駐在員依存

• ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ共通の業務ﾌﾟﾛｾｽ
• 共通ＩＴプラットフォーム

• ＳＣＭ人材育成体系の未整備
• 現場での推進役の不在

• ＳＣＭ横断の人材育成体系
• 現場での推進役

戦略

組織・
ガバナンス

業務・IT

人材

「人依存」によるアプローチ

日系企業 欧米グローバル企業

「仕組み」によるアプローチ

売上拡大しても
低い収益性

売上拡大と
収益性の維持向上の両立

*2 クロスセリングは、一般に、ある商品を購入したり購入したりしようとしている顧客に対して、それに

関連する別の商品やサービスを勧めるマーケティング手法をいう。本稿では、協力し合うプレーヤー間

で、顧客接点を相互に活用し、互いの商品・サービスを、互いの顧客接点で販売することで、相互に売

上拡大を図ることを意味する。  
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上にわたり、調達・生産・物流などの SCM

全社改革を進めてきた。特に近年は、サプラ

イヤーや販売代理店などの社外を含むプレー

ヤー間の連携を強化するため、組織・ガバナ

ンス、業務・IT、人材それぞれの改革に取り

組んでいる。改革のポイントは以下の 3 つで

ある*３。 

・事業・地域横断型の SCM 部門を設置し、

地域へ権限委譲を進めることで、サプラ

イチェーンの効率性・柔軟性を向上させ

る 

・デリバリー方法をメニュー化し、顧客ニ

ーズへの対応と単価の適正化を効率的に

実現する 

・これらを実現するため、業務を標準化し、

グローバル共通の IT プラットフォーム

を整備して SCM 人材を育成する 

日系企業は、事業のグローバル化を進め、

新興国でも売り上げ拡大を図ってきた。しか

し、「人依存」によるアプローチでの SCM は

限界に達しているのではないか。これからは、

「仕組み」によるアプローチで経営をグロー

バル化し、利益を伴う成長を志向すべきであ

る。 

 

 

３．SCM 業務のレイヤー構造と目指すもの 

 

SCM 業務には、前提となるサプライチェー

の構造を考案する設計系（Design）、サプラ

イチェーンの構造に基づき計画を立案・調整

する計画系（Planning）、その計画に基づき

オペレーションを行う実行系（Execution）

が存在する（図表２）。  

 

図表２ SCM 業務のレイヤー構造と目指すもの 

 

 

実行系業務は、在庫引き当てや受発注管理

など、日々のオペレーションの中での確実な

供給活動を目的とする。計画系業務は、サプ

ライチェーン上の社内外のプレーヤーによる

販売・在庫・生産・調達などの計画立案業務

が該当する。計画系業務は、実行系業務より

もやや長い時間軸で納期遵守と在庫適正化、

さらには、数量計画に売価・原価・コスト単

価を加味した収益管理も目的とする。一方、

設計系業務は、さらに長い時間軸でサプライ

計画系
（サプライチェーン
プランニング）

実行系

設計系
（サプライチェーン

デザイン）

【目的】 供給活動の確実な遂行
【対象業務】 在庫引当、受発注管理など

【目的】 納期遵守、在庫適正化、収益管理
【対象業務】 生産計画、販売計画、在庫数量計画など

【目的】 投下資本（ヒト・モノ・カネ）の効率活用・最適化
【対象業務】 拠点配置、生産配分ルール、

在庫配置ルールなど

ROA・CCC
最大化

利益最大化

売上最大化

情
報
見
え
る
化

（Ｓ
Ｃ
Ｍ
業
務
）

情報見える化（サプライチェーン計画値・実績値）

情報見える化（サプライチェーン上の制約）

*3 門林渉・竹腰俊朗・アルピット マトゥル・中島久雄「サプライチェーンマネジメント改革によるグロー

バル経営の実現 －不確実性・多様性・複雑性への対応」『知的資産創造』2016 年 8 月号 

http://www.nri.com/~/media/PDF/jp/opinion/teiki/chitekishisan/cs201608/cs20160804.pdf  
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ヤーから部品工場・製品工場・物流倉庫・代

理店倉庫・顧客に至るサプライチェーン全体

を設計する。すなわち、これらの配置や能力、

在庫配置を規定する。設備・在庫・人員とい

った投下資本に対する収益の最大化・効率化

（ROA*４・CCC*５など）を目指す。 

新興国グローバル時代においては、これら

の SCM 業務を世界各国の自社拠点やサプラ

イヤー、生産委託先、販売代理店、大口顧客

などのさまざまなプレーヤーが実施すること

で、供給活動（サプライ）がつながり（チェ

ーン）、付加価値が生み出され、エンドユーザ

ーへ提供される。この SCM 業務を高度化し

ていくためには、サプライチェーン上の制約

や SCM 業務を実行する際の業務・ルール、

計画値・実績値を、これらプレーヤー間で見

える化し、PDCA を回すことが重要である。

サプライチェーンの見える化は、設計系・計

画系・実行系での業務改革における前提であ

る。以前は、見える化が不十分でもサプライ

チェーン上のプレーヤーが限られていたため、

属人的な日々の情報共有でも辛うじて SCM

業務が回っていた。しかし、新興国グローバ

ル時代になり、不確実性・多様性・サプライ

チェーンの複雑性が高まる中で限界がきてい

る。 

次章では、計画系業務に焦点を絞り、プレ

ーヤー間での計画連携における主要課題につ

いて概説する。 

 

 

４．グローバル SCM でますます重要になる計

画系業務 

 

サプライチェーン上には、さまざまなプレ

ーヤーが存在するが、個々がそれぞれに行動

するとサプライチェーン全体の効率性・柔軟

性が低下する。各プレーヤーの立てる計画に

ついてシームレスに整合性が取られ、計画変

更が他のプレーヤーの計画に迅速に反映され

る仕組みをつくる計画連携が重要である。そ

のための 3 つの主要な課題領域を示したのが

図表３である。 

 

１）製品供給における社内外プレーヤー間の

計画連携 

製品を製造してエンドユーザーへ提供する

ためには、サプライチェーン上流ではサプラ

イヤーや卸売業者、自社内では商品開発・調

達・生産・物流・営業・マーケティングの各

部門、サプライチェーン下流では販売代理

店・卸売業者・小売店がかかわる。また、製

造委託先や物流会社も重要なパートナーであ

る。これら各プレーヤーが立てる販売計画や

調達・生産計画、物流計画などを整合性の取

れた形で連携する必要がある。  

 

 

  

*4 ROA（Return On Assets：総資産利益率）とは、企業が総資産をもとに、どの程度効率的に利益を獲得

したかを示す指標をいう。 

*5 CCC（Cash Conversion Cycle）とは、仕入れから販売に伴う現金回収までの日数を示す指標をいう。 
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図表３ 計画連携のための主要な課題領域 

 

 

①カテゴリーマネジメント、CPFR 

まず、サプライチェーン下流での顧客と

の計画連携活動が SCM の基点となる。メ

ーカーと、販売代理店・大手小売業者・エ

ンドユーザーの間では、カテゴリーマネジ

メント、CPFR*６といった活動が重要であ

る。 

カテゴリーマネジメントでは、メーカー

がメーカーにとっての顧客であるプレーヤ

ーの商品ポートフォリオに関する情報を入

手し、共同での検討を働きかける。これに

より、メーカーの製品を訴求しやすくし、

サプライチェーンの効率性を高める。製品

がいつどのように売れる可能性が高いかを

予測できれば、例えば、小売店がどの程度

の力を入れて販売してくれるかわからない

新製品の開発に多くのリソースを割き、発

売開始時に大量の在庫を抱えるといった非

効率性を低減できる。顧客の商品開発やマ

ーケティング活動に関与することで、顧客

にとっての自社の位置づけをサプライヤー

からパートナーへと発展させる取り組みと

も言える。 

CPFR は、メーカーと顧客の間で、カテ

ゴリーマネジメントよりも短期で行う計画

連携活動である。顧客とメーカーが協力し、

需要予測、販売・在庫の計画・実績の共有、

これを踏まえた補充計画の共同立案をする。

その結果、サプライチェーン全体での在庫

水準を抑えながら、納期短縮や欠品抑制、

コスト削減を実現する。  

事業展開する地域・国が拡大するほど、

これら活動の重要性は高まる。販売先の情

報を得られない場合、短納期ニーズに対応

するためには各国に在庫を大量に抱えざる

を得ない。在庫水準を抑えると、納期が長

くなり機会損失が発生しやすくなる。グロ

ーバルにサプライチェーンの効率性を高め

るためには、各地域・各国での顧客との計

画連携が欠かせない。  

 

  

サプライヤー
/卸売業者

販売代理店・
卸売業者/小売店

調達部門 生産部門 営業・
サービス部門

物流部門

製造
委託先 物流会社

商品開発部門 マーケティング
部門

ユーザー

サービス
提供会社

3PLマネジメント
製造委託先
マネジメント

製品ライフサイクルに応じたPDCA
ライフサイクルステージに応じた管理

ライフサイクルコストの最適化

「ワンナンバー」による長期スパン・
短サイクル計画ローリング

サービス提供における社内外プレーヤ間の計画連携

カテゴリーマネジメント、
CPFR製品供給における社内外プレーヤ間の計画連携

サプライヤー
マネジメント

機器稼動
モニタリング

代理店
マネジメント

3

1

2

*6 CPFR（Collaborative Planning, Forecasting and Replenishment）とは、製品の供給側と需要側が協

働で計画・需要予測・補充活動をすること。  
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②「ワンナンバー」による長期スパン・短

サイクル計画ローリング 

自社内では、下流から得る情報をもとに

需要予測し、販売計画・在庫計画を立て、

調達・生産計画・物流計画に反映すること

になる。その際、グローバルに分散する各

拠点・各部門の間で計画が十分に共有され

ず、個別に見込み作成とそれをもとにした

計画策定をすると、在庫の過不足や緊急対

応などが各所で起きる。  

SCM は、社内外のプレーヤー間のコンフ

リクト（利害対立）を解消するための活動

と言われることがある。各計画がプレーヤ

ー間で共有され、共通のコンセンサスのも

と、供給活動をすることが重要である。言

い換えると、コンセンサスのとれた各計画

における数量・金額、「ワンナンバー（One 

Number）」のもとに各プレーヤーが連携し

た活動をすることで、認識の不一致により

発生するサプライチェーン上の非効率性が

低減される。 

計画期間は、最も早いタイミングで意思

決定するプレーヤーが、その計画を意思決

定の根拠とするのに十分な長さであること

が望ましい。例えば、18 か月から 24 か月

といった長期計画があれば、設備投資など

の中長期視点でのリソース配分に役立つ。

そして、長くとも月次、できれば週次とい

った短サイクルで計画を見直すことで、不

確実性に対応しやすくなる。  

 

③サプライヤーマネジメント 

ワンナンバーによる計画連携範囲は、サ

プライチェーンの上流にも広げるべきであ

る。サプライヤーや卸売業者に対し、調達

計画（いつ、どのくらいの数量の部材を調

達する予定か）を情報共有しないと、サプ

ライヤーは常に部材を供給できるように在

庫を多めに確保し、製造ラインのキャパシ

ティに余裕を持たせざるを得ない。この非

効率性は、サプライヤーから部材を調達す

る際の単価に反映される。一方、サプライ

ヤーが常に供給できる体制を整えられない

場合、納期が長くなりがちである。サプラ

イヤーも含めて計画連携を図ることで、サ

プライチェーンの効率性を高め、調達コス

ト低減や納期短縮を実現することができる。 

 

④製造委託先マネジメント 

製造委託は、ROA を高めるための重要な

生産戦略オプションであり、幅広く採用さ

れている。しかし、デメリットの一つとし

て、製造委託先は社外のプレーヤーである

ため、柔軟性に乏しい点が挙げられる。実

際の製造日よりも、かなり前のタイミング

で確定した委託数量を伝えなければならな

い場合がある。 

製造委託先に対し、製造委託数量の計画

値を一定のコミットメントを伴う形式で定

期的に共有し、計画変更に伴う費用負担な

どのルール（取引条件）を詳細に取り決め

ることで、非効率性が緩和される。  

 

⑤3PL*７マネジメント 

物流会社も重要な計画連携先である。製

造業では、保管・配送といった業務だけで

なく、物流機能の全体または一部を第三者

へ委託する 3PL を活用することが多い。

3PL に業務を一任した結果、自社の業務負

荷は減ったが、3PL 側の業務が不透明で改

善や単価の引き下げが難しくなるケースが

散見される。一方、コスト抑制の観点から、

3PLを活用せずに多数の現地の物流会社へ

保管・配送を依頼し、その調整業務の負荷

*7 3PL（Third Party Logistics）とは、保管・配送といった業務だけでなく、物流機能の全体または一部

を請け負うサービスのこと。  
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によって忙殺されているケースもある。  

3PLマネジメントを円滑に実施するため

には、自社の物流計画を 3PLと共有し、3PL

がサプライチェーン効率化につながる提案

をしやすくする一方で、自社が 3PL を管理

できるよう KPI*８を設定して 3PL 側の活

動を見える化し、成果に応じたインセンテ

ィブを付与する契約体系にしていくことが

望ましい。 

 

２）サービス提供における社内外プレーヤー

間の計画連携 

製品提供後の修理などのサービス提供でも、

プレーヤー間の計画連携は欠かせない。特に

新興国では、これまで日系企業は、欧米企業

はもとより、中国企業や韓国企業、現地企業

からの価格攻勢の中で製品シェアを伸ばし、

顧客や販売・稼動機器のストックを増やすこ

とに注力してきた。そのため、修理用の部品・

消耗品の在庫配置、サービス要員の配置とい

った販売後のサービス提供体制は、むしろ疎

かになりがちだった。しかし、エンドユーザ

ーの成熟度の高まりや競合他社の現地サービ

ス体制の拡充に伴い、サービス品質の重要性

は高まっている。次に述べる観点から、サー

ビス提供における SCM の高度化を図ってい

くべきである。 

 

①機器稼動モニタリング 

サービス部品・消耗品在庫やサービス要

員配置の最適化のためには、サービス需要

の予測精度向上がスタート地点となる。セ

ンサーや通信などの技術発展により、自社

が提供した機器の現場での稼働状況をモニ

タリングする仕組みを構築することは、以

前よりも容易になってきている。故障や点

検のタイミングを適切に予測できれば、サ

ービスレベルの向上と効率化の同時達成を

図ることができる。機器稼動モニタリング

は、すぐに成果を得られるものではないが、

新興国でも長期的な競争力の源泉になるこ

とをにらみ、早期に取り組むことが望まし

い。 

 

②代理店マネジメント 

産業機械などでは、販売代理店がサービ

スを提供するケースが多い。この場合、販

売代理店が抱えるサービス部品・消耗品や、

サービス要員の水準・配置を適正化しない

と、サービスレベルが向上しない。販売代

理店にある在庫などの見える化と同時に、

機器稼動モニタリングをもとにした需要予

測結果などを共有し、代理店の活動が SCM

視点で適正化されるように適切なインセン

ティブを付与することが重要である。  

 

③「ワンナンバー」による長期スパン・短

サイクル計画ローリング、サプライヤー/

製造委託先/3PL マネジメント 

製品供給と同様に「ワンナンバー」での

プレーヤー間の計画連携が欠かせない。前

述の①、②によるサプライチェーン下流で

の見える化や連携をベースに、より上流で

のサービス部品・消耗品の在庫・製造・調

達数量を最適化することが求められる。国

や地域を越えて拠点間で在庫を融通し合え

るようにして、供給の柔軟性を高めていく

ためにも見える化は重要である。  

 

３）製品ライフサイクルに応じた PDCA 

SCM の計画連携の活動については、PDCA

サイクルを回し高度化を図っていくべきだが、

加えて、製品ライフサイクルを意識する必要

がある。  

*8 KPI（Key Performance Indicators）とは、重要業績指標などと訳されることが多い。組織や個人の目

標の達成状況や、目標達成に必要な活動の実施状況をモニタリングするために用いられる。  
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①ライフサイクルステージに応じた管理 

新製品の発売時期（ステージ）・安定的な

販売をしている時期・終売時期では、SCM

のあり方が異なる。例えば、新製品は既存

製品よりも需要予測が難しい。また、終売

の際には、欠品により下流プレーヤーの不

満が発生しないようにしながらも売り切る

ことができるように、生産数量や在庫をコ

ントロールしなければならない。このよう

に、特に発売時期・終売時期におけるサプ

ライチェーンの効率性には、製品のチャネ

ル展開の仕方や欠品に関する顧客との取り

決めの仕方などが大きく影響してくる。商

品開発部門やマーケティング部門、営業部

門とも連携して、PDCA サイクルを回すこ

とが望ましい。 

 

②ライフサイクルコストの最適化 

顧客が製品を使用する際に負担するトー

タルコスト、自社における製品の発売から

終売までに生じるトータルコストについて、

SCM の観点から PDCA を回すことが重要

となる。例えば、製品保証やメンテナンス

の長期契約を締結するオプションを顧客に

提示することは競合企業との差別化につな

がるが、修理部品を長期にわたり提供でき

る体制を整えなければならない。これは、

部品の調達・製造・物流コストに大きく影

響する。製品開発段階では、ライフサイク

ル全体で生じるコストを見据えた開発をし

て、実際のコストをモニタリングしながら

PDCA を回すことが求められる。 

 

 

５．グローバル SCM 改革進め方の要諦 

 

グローバル SCM 計画連携における改革領

域は多岐にわたり、社外のプレーヤーとの連

携も欠かせない。SCM がグローバル経営や事

業戦略上で重要な位置づけを得ていない場合、

SCM の取り組みは現場任せになり、個別最適

な状況から抜け出しにくい。  

また、SCM で活用できる各種 IT ツールは、

IoT*９や AI のブームも追い風に急速に発展し

ており、経営からトップダウンで技術探索が

指示されるケースも少なくない。しかし、特

に IoT や AI の検討は、短期的成果をねらっ

た活動というよりは、長期的な視点で取り組

み、学習効果によって将来的に大きな成果を

得ることを目指す活動と言える。また、優れ

た技術が見つかっても、SCM 業務が「人依存」

になっていることから標準化されておらず、

計画連携のレベルが低い状態では、技術の適

応範囲や効果の発現範囲は限定的である。  

これらを踏まえたグローバル SCM の高度

化ステップの考え方が図表４である。  

 

図表４ グローバル SCM の高度化ステップ 

 

  

見える化・
改革意識醸成

SCM業務
標準化・効率化、
計画連携強化

最新ＩＴ技術の
導入検討・実証

最新ＩＴ技術による
ＳＣＭのさらなる

高度化
基盤となる

*9 IoT（Internet of Things）とは、コンピュータなどの IT 関連機器だけでなく、世の中に存在する様々

なモノが通信機能を持ち、インターネットに接続し、相互に通信・制御を行うようにする仕組みを指す。 
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まず、SCM の現状の見える化と改革意識の

醸成が不可欠である。SCM 改革では、SCM

がプレーヤー間のコンフリクトを対象として

いることもあり、「総論賛成・各論反対」とい

う状況が発生しがちである。経営層が SCM

の戦略的重要性を認識し、トップダウンで改

革を指示したとしても、結局、現場が動かな

ければ改革の構想は実現しない。現状の問題

を見える化し、経営層から現場に至るまで改

革意識を広く浸透させることが改革初期にお

いて重要である。 

サプライチェーン業務の標準化や効率化、

計画連携の強化と、IoT や AI をはじめとした

最新 IT 技術の導入検討は、平行して取り組

むことが望ましい。前者の活動は、最新 IT

技術を載せる基盤となる。業務を標準化して

いないと IT の導入は難しい。また、IoT によ

り、詳細な現場情報を見える化しても、計画

連携が不十分では情報活用できる範囲は限定

的である。一方で、後者の活動を先送りする

と、効果発現まで時間を要する最新 IT 技術

の特性上、気付いたときには競合企業と大き

く差が開いている事態に陥りかねない。両者

の活動を同時並行で進め、それぞれの検討状

況や結果を踏まえながら、適切なタイミング

で同期させていくことが求められる。  

日系企業が「仕組み」によるアプローチで

SCM 計画業務の改革を進め、売上拡大と収益

性の維持・向上を両立し、グローバルに更な

る飛躍を遂げていくことに期待したい。  
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